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１．計画の基本的事項 

(1) 計画の基本的な考え方 

高齢者の適切な在宅生活継続のため、要介護者の在宅療養生活を支え、医療ニーズのある

利用者に対応することができる介護サービスを整備する。また、今後急増する高齢者等が可

能な限り住み慣れた地域において継続して日常生活を営むことを可能とするため、地域密着

型サービスの提供体制の整備を促進することを目的とする。 

 

(2) 区域の設定 

市町村計画の区域は、以下の区域とする。 

 

白岡市 

 

 

(3) 計画の目標の設定等 

白岡市 

 １ 目標 

高齢者が地域において、安心して生活できるよう以下を目標とする。 

 

介護施設等の整備に関する目標 

・地域包括ケアシステムの構築に向けて、第８期介護保険事業計画において予定し     

ている地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

（整備目標） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（０か所）→（１か所） 

 

２ 計画期間 

   令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

 

（注）目標の設定に当たっては、介護保険事業計画等を踏まえ、アウトプット・アウトカムに 

   着目したできる限り定量的な視点による目標設定を行うこと。 
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２．事業の評価方法 

 (1) 関係者からの意見聴取の方法 

令和５年１２月１４日 医療関係者、保健関係者、福祉関係者及び公募委員等から構成す

る白岡市介護保険等運営協議会において意見聴取予定。 

 

 

(2) 事後評価の方法 

計画の事後評価にあたっては、白岡市介護保険等運営協議会の意見を聞きながら評価を行

い、必要に応じて見直しなどを行うなどにより、計画を推進していきます。 
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３．計画に基づき実施する事業 

（事業区分 3：介護施設等の整備に関する事業）  

 

 

 

 

 

 

 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】 

白岡市介護施設等整備事業 

【総事業費（計画期間の総

額）】 

１４，０００千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

 

白岡市 

事業の実施主体 白岡市 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：地域密着型（介護予防）サービス事業所数１２事業所 

事業の内容 ①地域密着型サービス施設等の整備等に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所  （１か所） 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費等に対して支援を行う。 

アウトプット指標 ・地域包括ケアシステムの構築に向けて、第８期介護保険事業支援計画に

おいて予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（０か所）→（１か所） 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、市内地域密着型

サービス事業所数を増とする。 
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(1) 事業の内容等 

事業に要す

る費用の額 事業内容 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 
（注１） 

基金 
その他 
（Ｃ） 
（注２） 

国（Ａ） 都道府県
（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備等 

(千円) 

０ 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

②施設等の開設・設

置に必要な準備経費

等 

(千円) 

１４，００

０ 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 
(千円) 

１４，０００ 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 
（注３） 

（注４） 

公 
(千円) 

 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

 

民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

 

 

計（Ａ＋Ｂ） 
(千円) 

 

その他（Ｃ） 
(千円) 

 

備考（注

５） 

 

（注１）事業者が未定等のため、総事業費が不明の場合は、記載を要しない。 

（注２）事業者が未定で、事業者負担額が不明の場合は、記載を要しない。 

（注３）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注４）指定管理者制度の活用など設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充

当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。 

（注５）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所要見込額を記載

すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

 別紙２「事後評価」のとおり。 


